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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、投資家と金融商品取引市場を仲介する金融商品取引業者としての社会的責任を常に認識し、企業価値の増大・最大化を通じてステーク
ホルダーの満足度を高めることを目指すとともに、法令遵守の徹底と経営の健全性と透明性を確保する観点からコーポレート・ガバナンスが有効
に機能する体制を整備しております。

当社は、「倫理方針」として以下を定め、金融商品取引業者としての社会的責任を達成するために、投資者の保護と信頼性の向上を図ることにし
ております。

１．私たちは、証券市場の担い手として社会的責任を認識し、誠実かつ公正な業務を行います。

２．私たちは、お客さまとの信頼関係を大切にし、質の高い金融サービスの提供を行います。

３．私たちは、法令・諸規則を遵守し、社会人としての常識や倫理に照らして正しい行動をします。

４．私たちは、人権および環境を尊重し、社会貢献に努めます。

５．私たちは、反社会的勢力に対しては断固とした姿勢で臨みます。

なお、当社は、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針を「コーポレートガバナンスに関するガイドライン」に定め、ホームペー
ジに公表しております。

（http://www.toyo-sec.co.jp/company/corporate_governance/policy/pdf/governance_guideline.pdf）

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則について、全て実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

［原則１－４］

当社の上場株式の政策保有に関する方針および政策保有株式に係る議決権行使基準については、「コーポレートガバナンスに関するガイドライ
ン」第3条に定め、ホームページに公表しております。

2018年12月の取締役会にて、個別の政策保有株式について、当社の保有適否判断基準に基づき、保有目的および保有に伴う便益やリスク等を
具体的に精査の上その適否を検証しました。その結果、保有の必要性が認められないものについては、縮減の方向で進めております。

（http://www.toyo-sec.co.jp/company/corporate_governance/policy/pdf/governance_guideline.pdf）

［原則１－７］

当社の関連当事者間取引の手続きの枠組みについては、ホームページに公表しております「コーポレートガバナンスに関するガイドライン」第5条
第1項および第8条第1項第3号をご参照ください。

（http://www.toyo-sec.co.jp/company/corporate_governance/policy/pdf/governance_guideline.pdf）

［原則２－６］

当社の退職年金制度は、確定給付企業年金(ＤＢ)と確定拠出年金(ＤＣ)の混合型制度を採用おり、確定給付企業年金については、「運用の方針」
を定めて運営しております。

当社の退職年金事務局は、運用機関から四半期毎に確定給付企業年金の運用状況の報告を受け、毎年、運用状況を取締役会に報告しておりま
す。また、当社の退職年金事務局担当者を外部セミナーに派遣すること等により、資質の向上を図っております。

［原則３－１(1)］

当社の経営理念、経営戦略および経営計画については、ホームページに公表しております。

（http://www.toyo-sec.co.jp/company/management_strategy/index.html）

［原則３－１(2)］

当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針については、ホームページに公表しております「コーポレートガバナンスに関す
るガイドライン」をご参照ください。

（http://www.toyo-sec.co.jp/company/corporate_governance/policy/pdf/governance_guideline.pdf）

［原則３－１(3)］

当社取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するにあたっての方針と手続きについては、ホームページに公表しております「コーポレートガ
バナンスに関するガイドライン」第16条をご参照ください。

（http://www.toyo-sec.co.jp/company/corporate_governance/policy/pdf/governance_guideline.pdf）

［原則３－１(4)］

当社取締役会が経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行うにあたっての方針と手続きについては、ホームページに公表しております
「コーポレートガバナンスに関するガイドライン」第11条をご参照ください。



（http://www.toyo-sec.co.jp/company/corporate_governance/policy/pdf/governance_guideline.pdf）

［原則３－１(5)］

当社の取締役および監査役の個々の選任理由については、本報告書の別表のとおりです。（社外取締役および社外監査役については本報告書
【取締役関係】および【監査役関係】に記載のとおりです。）

［原則４－１－１］

当社の経営陣に対する委任の範囲の概要については、ホームページに公表しております「コーポレートガバナンスに関するガイドライン」第7条第1
項および第2項をご参照ください。

（http://www.toyo-sec.co.jp/company/corporate_governance/policy/pdf/governance_guideline.pdf）

［原則４－９］

当社の独立社外取締役および独立社外監査役の独立性判断基準については、「コーポレートガバナンスに関するガイドライン」別紙に定め、ホー
ムページに公表しております。

（http://www.toyo-sec.co.jp/company/corporate_governance/policy/pdf/governance_guideline.pdf）

［補充原則４－１１－１］

当社の取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性および規模に関する考え方については、「コーポレートガバナンスに関するガ
イドライン」第11条第1項に定め、ホームページに公表しております。

（http://www.toyo-sec.co.jp/company/corporate_governance/policy/pdf/governance_guideline.pdf）

［補充原則４－１１－２］

当社取締役および監査役の兼任状況は、有価証券報告書の「役員の状況」をご参照ください。

［補充原則４－１１－３］

当社取締役会は、①取締役会の構成、②取締役会の運営、③取締役会の実効性を支える取締役会外の体制などについて、全取締役および全監
査役を対象にアンケートを実施し、平成30年3月末時点における取締役会全体の実効性についての確認を行いました。

その結果、取締役会全体の実効性は概ね確保されているものと評価しております。

一方、役員報酬のインセンティブ機能等について改善の余地があるとの意見もあり、今後は役員報酬制度の抜本的な見直しを行い、取締役会の
更なる実効性向上に努めてまいります。

［補充原則４－１４－２］

当社の取締役・監査役に対するトレーニングの方針については、ホームページに公表しております「コーポレートガバナンスに関するガイドライン」
第13条第3項をご参照ください。

（http://www.toyo-sec.co.jp/company/corporate_governance/policy/pdf/governance_guideline.pdf）

［原則５－１］

当社の株主との建設的な対話を促進するための体制整備・取組みに関する方針については、ホームページに公表しております「コーポレートガバ
ナンスに関するガイドライン」第17条をご参照ください。

（http://www.toyo-sec.co.jp/company/corporate_governance/policy/pdf/governance_guideline.pdf）

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社野村総合研究所 6,860,000 7.85

住友生命保険相互会社

（常任代理人　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社）
5,449,000 6.23

株式会社広島銀行

（常任代理人　資産管理サービス信託銀行株式会社）
3,120,770 3.57

水戸証券株式会社 3,110,000 3.56

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,454,000 2.80

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,858,000 2.12

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO

(常任代理人　シティバンク、エヌ・エイ東京支店)
1,416,000 1.62

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 1,363,000 1.56

東京海上日動火災保険株式会社 1,190,000 1.36

東洋証券　従業員持株会 1,121,000 1.28

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明



―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 証券、商品先物取引業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 9 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

小林　裕紀子（公認会計士・税理士登録名　藤川　裕紀子） 公認会計士

谷本　道久 他の会社の出身者 △

田中　秀和 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



小林　裕紀子（公認会計士・税理士登録
名　藤川　裕紀子）

○ 説明すべき該当事項はありません。

＜社外取締役を選任している理由＞

公認会計士実務における高度な専門知識や金
融監督庁などでの実務経験等で培われた金融
分野の豊富な知識や経験を活かし、客観的・専
門的な視点から当社の業務執行の適切な監
視・監督や助言をし、当社の企業価値向上に
貢献しており、これまでの経験と実績から、社
外取締役として業務執行の適切な監視・監督
や助言を期待できることから選任しております。

＜独立役員に指定した理由＞

上場管理等に関するガイドラインＩＩＩ5.(3)の2に
規定する独立性基準のいずれにも該当がない
ことおよび当該ガイドラインに対応して当社が
制定した「コーポレートガバナンスに関するガイ
ドライン」第11条第1項第4号に定める別紙「社
外役員の独立性に関する基準」により、独立性
を有すると判断しております。

谷本　道久 ○

同氏は、当社の株主および取引先である
住友生命保険相互会社の出身者でありま
す。

当社は、同社から有価証券の売買取引の
受注および生命保険代理店契約に基づく
手数料を受け取っておりますが、当社が
定める独立性に関する基準に照らして、
同社は当社の主要な取引先には該当して
おりません。

当社は、同社の保険に加入し保険料等を
支払っておりますが、当社が定める独立
性に関する基準に照らして、同社は当社
の主要な取引先には該当しておりませ
ん。

＜社外取締役を選任している理由＞

金融機関の証券投資部門等での長年の豊富
な経験と知識を有し、また、取締役・常務執行
役員の就任歴で培われた経営に関する経験と
知識を有しており、社外取締役として客観的な
視点から当社の業務執行の適切な監視・監督
や助言を期待できることから選任しております。

＜独立役員に指定した理由＞

上場管理等に関するガイドラインIＩＩ5.(3)の2に
規定する独立性基準のいずれにも該当がない
ことおよび当該ガイドラインに対応して当社が
制定した「コーポレートガバナンスに関するガイ
ドライン」第11条第1項第4号に定める別紙「社
外役員の独立性に関する基準」により、独立性
を有すると判断しております。

田中　秀和 ○

同氏は、当社の取引先である三菱ＵＦＪ証
券ホールディングス株式会社の出身であ
ります。

当社は、同社の子会社である三菱ＵＦＪモ
ルガンスタンレーＰＢ証券から有価証券の
売買取引を受注し、手数料を受け取って
おりますが、当社が定める独立性に関す
る基準に照らして、同社は当社の主要な
取引先には該当しておりません。

また、当社は、同社の関連会社であるモ
ルガンスタンレーＭＵＦＧ証券に対し、有価
証券の売買取引に伴う手数料を支払って
おりますが、当社が定める独立性に関す
る基準に照らして、同社は当社の主要な
取引先には該当しておりません。

<社外取締役を選任している理由>

証券会社における長年の豊富な経験を有し、
また会社経営の経験により、企業統治に関して
も高い見識を有しており、社外取締役として客
観的な視点から当社の業務執行の適切な監
視・監督や助言を期待できることから選任して
おります。

<独立役員に指定した理由〉

上場管理等に関するガイドラインIII 5.(3)の2に

規定する独立性基準のいずれにも該当がない
ことおよび当該ガイドラインに対応して当社が
制定した「コーポレートガバナンスに関するガイ
ドライン」第11条第1項第4号に定める別紙「社
外役員の独立性に関する基準」により、独立性
を有すると判断しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 6 0 1 3 0 2
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 6 0 1 3 0 2
社内取
締役

補足説明

指名・報酬委員会は、役員の選解任等および報酬の決定過程における透明性・公正性・客観性の確保のための取締役会の諮問機関です。

同委員会は、随時、必要に応じて開催し、取締役会が選定した社内取締役1名、社外取締役3名、社内監査役1名および社外監査役1名をもって構
成しております。



【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

1. 監査役と内部監査部門の連携について

　監査役は必要に応じて監査部と連携して監査を実施するほか、監査部の監査結果について報告を受けております。

2.監査役と会計監査人との連携について

　監査役は四半期毎にまたは必要に応じて面談を行い、会計監査人より会計監査の報告を受けております。

3.内部監査部門と会計監査人との連携について

　会計監査人は監査部から財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続および評価結果について、経営者の行った内部統制状況についての
報告を受けております。

4.会計監査人の状況（会社法施行規則第126条）

　（1）名称

　　有限責任　あずさ監査法人

　（2）当該事業年度中に辞任したまたは解任された会計監査人に関する事項

　　該当事項はありません。

　（3）現在の業務停止処分に関する事項

　　該当事項はありません。

　（4）過去2年間の業務停止処分に関する事項のうち、会社が事業報告の内容とすべきと判断した事項

　　該当事項はありません。

　（5）責任限定契約に関する事項

　　該当事項はありません。

　（6）会計監査人に対する報酬等の額

　　ア.当社が支払うべき会計監査人の報酬等の額

　　　37百万円

　　イ.公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務（非監査業務）の内容

　　　顧客資産の分別管理に関する検証業務　　2百万円

　　ウ.当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

　　　39百万円

　（7）解任または不再任の決定方針

　　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、当該会計監査人の解任を検討し、解任
が妥当と認められる場合には監査役全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任します。この場合、監査役会が選任した監査役は、解任
後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告します。

　　また、監査役会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合、その他必要と判断される場合には、株主総会に提出す
る会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定します。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

西村　充市 他の会社の出身者 △

細田　信行 他の会社の出身者 △

塚本　誠 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役



d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

西村　充市 ○

同氏は、当社の株主および取引先である
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社の出身者で
あります。

当社は、同社から有価証券の売買取引を
受注し、手数料を受け取っておりますが、
当社が定める独立性に関する基準に照ら
して、同社は当社の主要な取引先には該
当しておりません。

当社は、同社と株式事務代行委託契約等
を締結し、同契約に基づく手数料を支払っ
ており、また、同社からの借入金に対し利
息を支払っているが、当社が定める独立
性に関する基準に照らして、同社は当社
の主要な取引先には該当しておりませ
ん。

＜社外監査役を選任している理由＞

金融機関のコンプライアンス分野等において豊
富な経験と知識を有しており、社外監査役とし
て客観的・中立的立場から経営の監視や適切
な助言をしており、当社の法令遵守および経営
の健全性・透明性に寄与し、これまでの経験と
実績から、今後も社外監査役として経営の監視
や適切な助言を期待できることから選任してお
ります。

＜独立役員に指定した理由＞

上場管理等に関するガイドラインＩＩＩ5.(3)の2に
規定する独立性基準のいずれにも該当がない
ことおよび当該ガイドラインに対応して当社が
制定した「コーポレートガバナンスに関するガイ
ドライン」第11条第1項第4号に定める別紙「社
外役員の独立性に関する基準」により、独立性
を有すると判断しております。

細田　信行 ○

同氏は、当社の取引先である株式会社ヨ
ンドシーホールディングスならびに同社の
企業グループに属する株式会社エフ・
ディ・シィ・プロダクツおよび株式会社アス
ティの出身者であります。

当社は、株式会社ヨンドシーホールディン
グスの幹事証券会社の１社であります
が、当社が定める独立性に関する基準に
照らして、同社は当社の主要な取引先に
は該当しておりません。

＜社外監査役を選任している理由＞

事業会社の経営者としての長年の豊富な経験
により、幅広い知識を有し、企業統治に関して
も高い見識を有しており、社外監査役として経
営の監視や適切な助言を期待できることから
選任しております。

＜独立役員に指定した理由＞

上場管理等に関するガイドラインＩＩＩ5.(3)の2に
規定する独立性基準のいずれにも該当がない
ことおよび当該ガイドラインに対応して当社が
制定した「コーポレートガバナンスに関するガイ
ドライン」第11条第1項第4号に定める別紙「社
外役員の独立性に関する基準」により、独立性
を有すると判断しております。

塚本　誠 ○

同氏は、当社の株主および取引先である
株式会社広島銀行の出身であります。

当社は、同社から有価証券の売買取引を
受注し、手数料を受け取っておりますが、
当社が定める独立性に関する基準に照ら
して、同社は当社の主要な取引先には該
当しておりません。

また、同社からの借入金に対し利息を支
払っておりますが、当社が定める独立性
に関する基準に照らして、同社は当社の
主要な取引先には該当しておりません。

＜社外監査役を選任している理由＞

金融機関における長年の豊富な経験を有し、
また会社経営者の経験により、企業統治に関
しても高い見識を有しており、社外監査役とし
て経営の監視や適切な助言を期待できること
から選任しております。

＜独立役員に指定した理由＞

上場管理等に関するガイドラインＩＩＩ5.(3)の2に
規定する独立性基準のいずれにも該当がない
ことおよび当該ガイドラインに対応して当社が
制定した「コーポレートガバナンスに関するガイ
ドライン」第11条第1項第4号に定める別紙「社
外役員の独立性に関する基準」により、独立性
を有すると判断しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項



当社は、社外取締役または社外監査役の独立性に関する基準として、「コーポレートガバナンスに関するガイドライン」において「社外役員の独立
性に関する基準」を定めております。当該基準は、当社ウェブサイト(http://www.toyo-sec.co.jp/

company/corporate_governance/policy/pdf/governance_guideline.pdf)に公表しております。

また、独立性の判断にあたっては、当該基準および株式会社東京証券取引所の独立役員の独立性に関する基準に基づいております。

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定し、株式会社東京証券取引所へ届け出ております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

・平成21年6月26日取締役会決議　第1回（平成21年）新株予約権（株式報酬型ストック・オプション）371個（権利行使期間は、平成21年7月30日～
平成51年7月29日です。）

・平成22年6月25日取締役会決議　第2回（平成22年）新株予約権（株式報酬型ストック・オプション）439個（権利行使期間は、平成22年7月30日～
平成52年7月29日です。）

・平成23年6月24日取締役会決議　第3回（平成23年）新株予約権（株式報酬型ストック・オプション）664個（権利行使期間は、平成23年7月30日～
平成53年7月29日です。）

・平成24年6月28日取締役会決議　第4回（平成24年）新株予約権（株式報酬型ストック・オプション）560個（権利行使期間は、平成24年7月31日～
平成54年7月30日です。）

・平成25年6月27日取締役会決議　第5回（平成25年）新株予約権（株式報酬型ストック・オプション）227個（権利行使期間は、平成25年7月30日～
平成55年7月29日です。）

・平成26年6月27日取締役会決議　第6回（平成26年）新株予約権（株式報酬型ストック・オプション）320個（権利行使期間は、平成26年8月1日～平
成56年7月31日です。）

・平成27年6月26日取締役会決議　第7回（平成27年）新株予約権（株式報酬型ストック・オプション）237個（権利行使期間は、平成27年7月31日～
平成57年7月30日です。）

・平成28年6月24日取締役会決議　第8回（平成28年）新株予約権（株式報酬型ストック・オプション）355個（権利行使期間は、平成28年7月30日～
平成58年7月29日です。）

・平成29年6月23日取締役会決議　第9回（平成29年）新株予約権（株式報酬型ストック・オプション）336個（権利行使期間は、平成29年8月1日～平
成59年7月31日です。）

・平成30年6月22日取締役会決議　第10回(平成30年)新株予約権(株式報酬型ストック・オプション)336個(権利行使期間は、平成30年8月1日～平
成60年7月31日です。)

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、社内監査役、社外監査役、その他

該当項目に関する補足説明

役員退職慰労金制度を廃止（平成21年6月26日開催株主総会普通決議）することに伴い、当社の業績と株式価値との連動性をより強固なものと
するべく株式報酬型の報酬制度を導入しました。

取締役および執行役員については、中長期に継続した株価上昇および業績向上への貢献意欲向上や士気を一層高めること等、また、監査役に
ついては、企業価値向上を目指す監査・調査意欲の一層の向上に寄与することを目的として、取締役、監査役および執行役員に対し付与しており
ます。なお、平成30年6月22日取締役会決議に基づく第10回(平成30年)新株予約権については、監査役への付与は行っておりません。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

個別報酬の開示は行っておりませんが、有価証券報告書および営業報告書（事業報告）に報酬総額を開示しております。

平成30年3月期における取締役および監査役の報酬等の額は以下のとおりです。

・取締役(支給人員)9名に対し200百万円

うち社外取締役(支給人員)2名に対し12百万円

・監査役(支給人員)5名に対し54百万円

うち社外監査役(支給人員)4名に対し30百万円

・合計(支給人員)14名に対し254百万円

うち社外役員(支給人員)6名に対し43百万円

※上記の事業年度に係る報酬等の額のほか、使用人兼務役員に対する使用人給与相当額(賞与を含む)として21百万円を支給しております。

※上記の報酬等の額には、上記の事業年度に係る役員賞与の未払額 (取締役31百万円、監査役3百万円)が含まれております。

※上記の報酬等の額には、上記の事業年度に係るストック・オプションとしての新株予約権の付与(平成29年7月28日開催の取締役会決議に基づ
く)による報酬額(取締役39百万円、監査役7百万円)が含まれております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり



報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

1.役員の報酬は、企業価値の持続的な向上や人材確保の観点から適切なインセンティブ機能を有するよう役割と責務に相応しい水準としておりま
す。また、取締役会が役員報酬を決定するに際しては、指名・報酬委員会の答申を受けその内容を尊重し、透明性・公平性・客観性を確保してお
ります。

2.役員の報酬は、役割等に応じた月例報酬、利益連動給与（賞与）および株主価値との連動性を有する株式報酬型ストック・オプションで構成して
おります。

3.役員の報酬決定手続きは、以下のとおりです。

(1) 取締役の月例報酬および賞与は、株主総会決議の範囲内で、取締役会において決定する。

(2) 監査役の月例報酬および賞与は、株主総会決議の範囲内で、各監査役の協議により決定する。

(3) 執行役員の月例報酬および賞与は、取締役会において決定する。

(4) 株式報酬型ストック・オプションは、株主総会決議の範囲内で、取締役会において決定する。ただし、監査役への付与は、監査役の同意を得

る。

4.当社の取締役に対する報酬として、固定報酬とは別に業績に連動した報酬として賞与を支給しておりましたが、その計算方法の透明性を確保す
ることで会社業績の一層の向上を目指すことを目的として、利益連動給与を平成30年3月期事業年度から下記の計算方法とすることを平成29年5
月29日開催の取締役会で決議いたしました。また、その算定方法については監査役全員が適正と認めた旨を記載した書面を受領しております。

〔利益連動給与の算定方法〕

　当社の当期純利益に1.8％を乗じた額を支給総額とします。ただし、百万円未満は切り捨てるものとし、その総額は1億5千万円を超えないものと
します。

　なお、支給対象に社外取締役は含めず、また、連結営業利益および親会社株主に帰属する当期純利益のいずれも利益を計上している場合なら
びに期末配当を実施していることを支給の条件とします。

〔各取締役への配分方法〕

　各取締役への配分額は、支給総額に取締役会長1.5、取締役副会長1.35、取締役社長1.5、取締役副社長1.075、専務取締役0.85、常務取締役
0.7、その他の取締役0.6の役位別係数を乗じ、全取締役の係数の合計で除した金額とします。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

＜社外取締役＞

社外取締役は、監査部を含む内部統制部門から業務執行報告を定期的に受けることにより、当社の現状と課題を把握し、客観的・専門的な視点
から当社の業務執行に対する適切な監視・監督や助言を行います。

＜社外監査役＞

社外監査役は、監査部や会計監査人から監査の実施状況や監査計画等会計監査および内部統制監査に関する報告を受けるとともに、意見交換
を行う等、監査部や会計監査人と相互連携を図っています。

また、内部統制部門の活動は、監査部による監査や内部統制上の評価ならびに監査役監査を通じて社外監査役に報告され、会計監査人は会計
監査および内部統制の評価結果について社外監査役に報告しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

大畠　勝彰 特別顧問 経営陣が必要とするときの助言 非常勤、報酬有 2017/03/31 1年

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

当社は、取締役会決議および経営会議決議に基づく相談役制度および顧問制度を有しております。取締役会規則および経営会議規程において、
相談役および顧問は会社の経営意思決定にかかる会議等には出席しないこととしており、当社グループの経営への関与はありません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は、取締役会、監査役会、会計監査人設置会社であります。

監査役会を設置することで、取締役の業務執行に対する監査および牽制機能が期待でき、ひいては株主全体の利益の追求につながると判断して
おります。コーポレート・ガバナンスの向上には客観性・中立性が確保された経営監視の機能が重要であるため、一般株主との利益相反が生じる
おそれのない独立役員である社外監査役を選任しております。併せて、取締役会においては、社内取締役が相互に牽制し合いながら実効性・効
率性のある意思決定を行うとともに、一般株主との利益相反が生じるおそれのない独立役員である社外取締役の客観的な監視・監督を通じて経
営の健全性・公正性・透明性の向上を図っております。

また、執行業務についての審議・報告等、コーポレート・ガバナンスが有効に機能する体制を整備すべく、経営会議をはじめ各種委員会を設置して
おります。

当社の各機関の内容は次のとおりであります。

＜取締役会＞

取締役会は、取締役9名（男性8名・女性1名、うち社外取締役3名）で構成されております。取締役会は、経営の意思決定機関として法令または定
款に定める事項および重要な経営判断を要する事項について決議するとともに、取締役の職務の執行を監督しております。定時取締役会は、原
則毎月1回開催し、臨時取締役会は、必要に応じて開催しております。



＜監査役および監査役会＞

当社は、監査役制度を採用しており、監査役4名（うち社外監査役3名）で監査役会を構成しております。社外監査役3名は、一般株主との利益相反
が生じるおそれのない独立役員であり、金融機関に長く在籍し、または、上場会社の経営者を長く経験しており、財務・会計に関する知見を有して
おります。

監査役は、取締役会に出席するほか、経営会議や執行役員会にも出席し、業務監査、会計監査を実施しております。また、監査役会は原則毎月1
回開催され、各監査役は監査内容を報告し、共有化等を図っております。

＜経営会議＞

当社は、取締役会の定める基本方針に基づいて取締役社長が業務を執行するための諮問機関および重要事項に関し協議上申する場として、経
営会議を設置しております。

経営会議は、原則毎月2回開催し、取締役社長および取締役社長の指名する取締役をもって構成しており、また、監査役は経営会議に出席し、意
見がある場合は、意見を述べることができます。

＜執行役員会＞

当社は、経営の効率化を図り、取締役の監督機能を強化するため、執行役員制度を導入しております。執行役員の員数は13名となっており、取締
役会が決定した基本方針の下でそれぞれの担当領域の業務執行を行っております。また、執行役員会は原則3ヶ月に1回開催され、執行役員の
ほか、取締役、監査役が出席し、業務の進捗状況の把握および経営の意思統一を図っております。

＜指名・報酬委員会＞

当社は、役員の選解任等および報酬の決定過程における透明性・公正性・客観性の確保のため取締役会の諮問機関として、指名・報酬委員会を
設置しております。同委員会は、随時、必要に応じて開催し、取締役会が選定した取締役および監査役（取締役および監査役のそれぞれ半数以
上は独立社外役員）をもって構成しております。

＜コンプライアンス委員会＞

コンプライアンス委員会は、随時、必要に応じて開催し、取締役社長の任命する委員をもって構成しております。同委員会は、経営会議の諮問機
関として、法令または定款に定める事項の適正性の確保および社内のコンプライアンス体制の整備に関する事項を審議し、コンプライアンスに関
する諸問題の検討を行っております。

＜公正委員会＞

公正委員会は、随時、必要に応じて開催し、取締役社長の任命する委員をもって構成しております。同委員会は、経営会議の諮問機関として従業
員に対する公正な表彰および制裁の取扱いの付議・答申を行っております。

＜情報開示委員会＞

情報開示委員会は、随時、必要に応じて開催し、取締役社長の任命する委員をもって構成しております。同委員会は、経営会議の諮問機関として
財務諸表等が適正に作成されていること等の確認を行っております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、取締役会、監査役会、会計監査人設置会社であります。監査役会を設置することで、取締役の業務執行に対する監査および牽制機能が
期待でき、ひいては株主全体の利益の追求につながると判断しております。コーポレート・ガバナンスの向上には客観性・中立性が確保された経
営監視の機能が重要であるため、一般株主との利益相反が生じるおそれのない独立役員である社外監査役を選任しております。併せて、取締役
会においては、社内取締役が相互に牽制し合いながら実効性・効率性のある意思決定を行うとともに、一般株主との利益相反が生じるおそれの
ない独立役員である社外取締役の客観的な監視・監督を通じて経営の健全性・公正性・透明性の向上を図っております。

役員の選解任等および報酬の決定過程における透明性・公平性・客観性を確保するため、取締役会の諮問機関として指名・報酬委員会を設置し
ております。

また、執行業務についての審議・報告等、コーポレート・ガバナンスが有効に機能する体制を整備すべく、経営会議をはじめ各種委員会を設置して
おります。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 平成30年定時株主総会招集通知については総会日約3週間前に発送しております。

集中日を回避した株主総会の設定 集中日を回避した株主総会の開催を行うよう努めております。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットにより議決権を行使できる環境を整備しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社東京証券取引所等により設立された合弁会社である株式会社ICJが運営する議
決権電子行使プラットフォームを利用しております。

その他 ホームページに定時株主総会招集通知等を掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

アナリストおよび機関投資家向けに決算説明会を開催しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
会社情報、有価証券報告書、決算短信、決算説明資料、プレスリリース等を掲
載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
担当部署は、経営企画部企画課です。

同課は、主に機関投資家等のミーティング、決算説明会の開催および報道機
関等へおよび報道機関の対応を行っております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
環境省が推進する気候変動キャンペーン「Fun to Share」への賛同や環境社会検定試験

（eco検定）の資格取得促進等の環境保全活動など、各種の持続的なCSR（企業の社会的
責任）活動に取り組んでおります。

その他

当社は、金融・資本市場を通じて社会の発展に貢献するとともに、持続的なCSR（企業の社
会的責任）活動に取り組み、株主・お客さま・従業員・社会などのステークホルダー（利害関
係者）から信頼される企業を目指しております。

女性が活躍できる環境を整え、女性管理職育成に向けた能力開発等の土壌作りをするた
めの支援行動計画を策定しています。

＜役員および管理職への女性の登用に関する状況＞

・役員（取締役・監査役）

男性12名　女性1名（役員のうち女性の比率7.6％）

・管理職（平成30年5月末現在）

男性118名　女性10名（管理職のうち女性の比率7.8％）



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

＜内部統制システムに関する基本的な考え方＞

当社では、会社法および会社法施行規則に基づき、内部統制システム構築の基本方針「当社および子会社からなる企業集団の業務の適正を確
保するための体制等の整備についての決議」を策定し、これに基づいて、内部統制の体制を整備し、適切な運用に努めております。

＜内部統制システムに関する整備状況＞

1.取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　(1)法令等の遵守（以下「コンプライアンス」という。）を経営の最重要課題の一つとして位置づける。

　(2)取締役および使用人の基本的な行動規範として、「綱領」、「経営理念」、「倫理方針」および「行動指針」を定めるほか、コンプライアンス体制
および業務に係る社内規程等を整備し、必要な教育を行う。

　(3)取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制整備に資するため、コンプライアンス委員会を設
置し、活動内容を取締役会および監査役会に定期的に報告する。

　(4)コンプライアンスに係る内部通報制度を整備し、自由に通報や相談ができる仕組みを構築する。

　(5)使用人の法令および定款等違反行為の処分については、公正委員会の具申を経て経営会議で決定する。

　(6)監査部（監査部リスク管理室を含まない。以下同じ。）および検査部は、各部室店の日常的な活動状況の監査を実施する。

　(7)監査部、監査部リスク管理室、営業考査部および検査部は、平素より連携し、全社のコンプライアンス体制およびコンプライアンス上の問題の
有無を調査し、改善策を検討する。

　(8)「反社会的勢力に対する基本方針」等を定め、反社会的勢力との関係を遮断するための体制を整備する。

2.取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係わる情報については、「文書管理規程」および「情報管理基本規程」等を定め、適切に保存および管理する。

3.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　(1)損失の危険の管理（以下「リスク管理」という。）を経営の最重要課題の一つとして位置づける。

　(2)「リスク管理規則」においてリスク管理を体系的に定め、あらかじめ具体的なリスクを想定および分類し、個々のリスクにつき特定、計測、コント
ロールおよびモニタリングを行う。

　(3)リスク管理に関する統括部署として、監査部リスク管理室を設置し、リスク管理の充実に努め、リスク管理に関する事項を取締役会および監査
役会に定期的に報告する。

　(4)総務部は、「事業継続計画（BCP）マニュアル」を定め、有事の際の迅速かつ適切な意思決定・指揮命令体制および情報伝達体制を整備す
る。

　(5)監査部は、リスク管理の状況を定期的に監査し、その状況を取締役会および監査役会に報告する。

4.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　(1)執行役員制度をとることにより、業務執行権限を執行役員に委譲して執行責任を明確にし、経営の効率化を図り、取締役の監督機能を強化
する。

　(2)取締役会は、経営の執行方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重要事項を決定し、業務執行状況を監督する。

　(3)取締役会の定める基本方針に基づいて、重要事項に関し協議上申するため、経営会議を設置する。経営会議は、原則毎月2回開催する。

5.当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

　(1)「綱領」、「倫理方針」、「利益相反管理方針」および「反社会的勢力に対する基本方針」を共有化し、コンプライアンスや情報セキュリティーなど
の理念の統一を図る。

　(2)「関係会社の管理に関する規程」等を定め、経営企画部が子会社の事業の総括的な管理を行う。

　(3)「関係会社の管理に関する規程」を定め、子会社の取締役の職務の執行に係る事項等について報告を求める。

　(4)当社の経理部門から、重要な子会社の取締役または監査役を選任し、会計の状況を監督する。

　(5)子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、子会社と業務委託契約等を締結し、子会社に対し人事管理業務や
システム関連業務等の間接業務を提供する。

　(6)「リスク管理規則」を定め、当社および子会社を一体としたリスク管理を行う。

　(7)グループ内通報制度を設置し、グループ内の従業員等から監査部への通報を可能とする。

6.監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関す
る事項および監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　(1)監査役の職務を補助すべき使用人（以下「職務補助者」という。）は、監査部に属する使用人とする。

　(2)取締役は、職務補助者がその職務を遂行するうえで不当な制約を受けることがないよう配慮する。

　(3)職務補助者の人事異動、人事評価および懲戒処分には、監査役会の同意を得る。

7.当社および子会社からなる企業集団の取締役および使用人が監査役に報告するための体制および当該報告をした者が当該報告をしたことを
理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　(1)監査役が、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、取締役会のほか経営会議等の重要な会議に出席できる体制を整
備し、また、取締役および使用人は重要な議事録、内部監査の報告書および稟議書等を監査役に回付する。

　(2)取締役および使用人は、必要に応じ定期的または適宜監査役会に出席し、監査役より要請のある事項について報告する。

　(3)監査役への報告を行ったグループ内の取締役および使用人に対し、不利な取扱いを行ってはならない。

8.監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る
方針に関する事項

　会社法第388条を遵守し、支払い手続きは「経理規則」等に準じて支弁する。

9.その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　(1)取締役は、監査役の職務の執行のための必要な体制の整備に努める。

　(2)監査役会は、取締役社長および会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催する。



10.財務報告の適正を確保するための体制

　(1)財務諸表の作成にあたり、業務分担と責任部署を明確化する。

　(2)一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、財務諸表を作成する。

　(3)財務諸表等の適正性を確認するため、情報開示委員会を設置する。

　(4)情報開示委員会は、財務諸表等が適正に作成されているかを確認し、その結果を取締役会に報告する。

　(5)取締役および監査役は、会計監査人による財務諸表等の記載内容に関する指摘事項を確認する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

「倫理方針」、「行動指針」および「反社会的勢力に関する基本方針」において反社会的勢力の排除を明確に謳っております。この基本理念に則
り、総務部を反社会的勢力排除に関する統括部署とし、本店および各支店に不当要求防止責任者を設置することにより、当社と反社会的勢力と
の関係遮断に努めております。さらに、証券市場における反社会的勢力の排除にも積極的に取り組んでおります。

反社会的勢力との関係遮断のため「反社会的勢力との関係遮断に関する規則」等を整備し、役職員に対する研修活動の実施に努めております。

また、取引所等証券関係機関の反社会的勢力対策を目的とした諸規程等の改定にも迅速に対応できる体制の構築に努めております。

警察関連機関や法律事務所等の外部機関と連携し、反社会的勢力に関する情報収集、管理、対策に努めております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

＜適時開示体制の概要＞

1.適時開示に係る当社の基本姿勢

当社は、会社情報の適時開示にあたって、株主および投資家等にとって当社発行有価証券の投資に際し、重要または有用であると判断される情
報について、金融商品取引法その他法令および当社発行有価証券の上場する証券取引所の適時開示規則等を遵守し、また、速報性ならびに正
確性を優先し、適時開示に努めております。

2.適時開示に係る当社の社内体制の状況

当社では、会社情報の適時開示について、経営企画部を専任部署とし、以下の体制により対応しております。

（会社情報収集）

当社ならびに連結対象子会社の情報は、本社経営企画部に集約することとしております。また、経営企画部は取締役会等、重要事項決定機関の
事務局であるため議案審査等により先行的に情報収集を行える体制となっております。

（適時開示判定）

情報収集部署である経営企画部は集約された情報について、速やかに金融商品取引法その他法令および当社発行有価証券の上場する証券取
引所の適時開示規則等と照合し、適時開示の必要性について審査を行い、その結果を付して取締役会等に付議し、開示の最終決定を行います。

なお、緊急を要する場合は代表取締役が取締役会等に代わって決定を行いますが、その後の取締役会において追認を求めることとしております。

（外部公表）

開示が決定された情報については、合理的かつ最善の方法により、速やかに所定の開示手続きを行います。また、開示情報については各種報道
機関への伝達とともに当社ホームページに掲載するなど株主および投資家等が取得し易い措置を施しています。

この他、開示後のフォローアップとして外部からの問合せについては経営企画部が統括窓口として、その対応を行うこととしております。
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取締役・監査役の選任・委嘱理由 一覧 

 

平成 30 年６月 22 日付体制 
選任・委嘱理由 

役職 氏名 委嘱業務 

取締役会長 

（代表取締役） 
半場 裕章 監査部担当 

金融機関での豊富な業務経験を活かし、当社の企画部門や内

部管理部門等の担当役員、取締役副社長を歴任したほか、取

締役会長に就任し、当社の企業価値向上に貢献しています。

これまでの経験と実績から、取締役会長(代表取締役)として

相応しい経験と能力を有していることから選任いたしまし

た。 

取締役社長 

（代表取締役） 
桑原 理哲 － 

営業部門での幅広い業務経験を有するほか、企画部門の担当

役員や内部管理本部長等を歴任したほか、取締役社長に就任

し、当社の企業価値向上に貢献しています。これまでの経験

と実績から、取締役社長(代表取締役)として相応しい経験と

能力を有していることから選任いたしました。 

専務取締役 岡田 啓芳 

情報本部・証

券本部・経営

企画部管掌 

金融機関での豊富な業務経験を活かし、当社の企画部門の担

当役員や業務管理本部長を歴任し、当社の企業価値向上に貢

献しています。これまでの経験と実績から、専務取締役とし

て相応しい経験と能力を有していることから選任いたしま

した。 

常務取締役 鈴木 眞人 

業務管理本部

長・内部管理

本部管掌 

システム部門での業務経験から ITに関する専門知識を豊富

に有し、業務管理本部長、インターネット取引部門の担当役

員を歴任し、当社の企業価値向上に貢献しています。これま

での経験と実績から、常務取締役として相応しい経験と能力

を有していることから選任いたしました。 

取締役 石岡 学 

営業本部長兼

ホームトレー

ド部担当兼営

業企画部管掌 

営業部門での豊富な業務経験を有し、営業地区担当を歴任し

たほか、人事部門の担当役員を歴任し、当社の企業価値向上

に貢献しています。これまでの経験と実績から、取締役とし

て相応しい経験と能力を有していることから選任いたしま

した。 

取締役 塩田 起人 

法人本部長兼

総務部担当兼

人事研修部管

掌 

営業部門での豊富な業務経験を有し、ブロック長のほか法人

本部長を歴任し、当社の企業価値向上に貢献しています。こ

れまでの経験と実績から、取締役として相応しい経験と能力

を有していることから選任いたしました。 

監査役 縄田 正人 - 

営業実務と金融法務に関する豊富な知識を有し、人事部門の

担当役員および内部管理本部長等を歴任し、企業統治に関し

ても高い見識を有しております。これまでの経験と実績か

ら、監査役として経営の監視や適切な助言を期待できること

から選任いたしました。 
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